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概 要

世界ポリオ撲滅計画により患者は激減したが，根絶証明にはポリオウイルス (PV) 感染者が地域

に存在しない確認が最終段階で必要とされる。PV は顕性，不顕性を問わず感染者の糞便を介し下

水，河川中に排出されるため，広域で感染者の存在を把握できる環境水サーベイランス (ES) は多

くの国や地域で導入されている。また本法は SARS-CoV-2，下痢症ウイルスなど他の病原体監視に

も応用が進んでいる。ポスト・ポリオ時代を念頭に ES 普及を目的とした更なる研究開発が期待さ

れる。
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1．は じ め に

2022 年，イスラエル，英国，米国，カナダにて下

水からワクチン由来ポリオウイルスが相次いで検出さ

れた。米国では 1979 年以来の患者も報告されてい

る1)。ポリオは野生型ポリオウイルス，あるいはワク

チン由来ポリオウイルス感染によって引き起こされる

疾患だが，不顕性感染がほとんどのため，地域社会に

おけるウイルス伝播の実情を把握することが難しい感

染症の一つである (Fig. 1)。

ポリオは疾病負荷が極めて大きいため世界保健総会

(1988 年) にて天然痘に続く根絶対象に選定され，官

民連携による世界ポリオ根絶イニシアティブ (GPEI)

が発足し活動が始まった。根絶の最終段階では AFP

(急性弛緩性麻痺) を伴う患者サーベイランスを補完

する目的で，より高感度にウイルスを捕捉する環境水

サーベイランス (environmental surveillance: ES) が，

ポリオ流行地，発生リスク国を中心に普及している

(Fig. 2)。

ES は下水や河川水のウイルスを調べることで地域

のポリオウイルス感染者の有無を把握する手法であり，

検出後のリスク評価を踏まえて追加ワクチン接種，

AFP サーベイランス強化など対策立案に必要な判断

材料の一つとして活用する。

ポリオの環境水サーベイランス54

A brief summary of polio (poliomyelitis) such as virological properties and
routes of infection is shown in Fig. 1. Most infection cases by poliovirus are
asymptomatic and recovered. In case of polio onset, a residual paralysis might
remain because the motor neuron would be damaged. The disease burden is
extremely high in infant case.

Fig. 1 Summary of poliomyelitis

To assess the effectiveness of vaccination by OPV under the polio eradication
program, AFP (acute flaccid paralysis) surveillance has played a key role,
which stool is collected from patient with AFP, and virologically examined in
detail at the laboratory accredited by WHO. Because over 90% of poliovirus
infection cases would be asymptomatic or “common cold”, environmental
surveillance with high sensitivity would be important in order to supplement
AFP surveillance when numbers of case would be reduced with progress of
eradication program.

Fig. 2 The role of environmental surveillance under the Polio
Eradication Program



ポリオ対策に用いられるワクチンは生ポリオワクチ

ン (oral poliovaccine: OPV) と不活化ポリオワクチン

(inactivated polio vaccine: IPV) が利用できる。1950

年代に開発された OPV は弱毒ウイルス (Sabin 株)

を用いて製造され，ヒトに投与後，腸管で増殖し，粘

膜免疫を誘導し感染防御に効果的とされる。一方増殖

中のウイルスゲノム上に変異による毒性復帰が知ら

れており，100-400 万人に一人の割合でワクチン関

連麻痺 (vaccine-associated paralytic poliomyelitis:

VAPP) が副反応として報告されている。排出された

ウイルスが糞口感染を介しヒト集団内で長期間伝播す

るとさらに変異が蓄積し，強毒型に変化したワクチン

由来ポリオウイルス (VDPV) 感染によるポリオの発

生も知られている。ポリオワクチン接種率が低下した

地域では，他の地域から侵入した野生型ポリオウイル

スや VDPV によるアウトブレークが報告されてい

る1,2)。

2．環境水 (下水)サーベイランス

世界ポリオ根絶計画の進捗とともに 2015 年の世界

保健総会にて ES をポリオ流行国，リスク国に導入す

ることが決議されている3)。

決議に至るまでの取り組みの例を紹介する。富山県

衛生研究所と筆者らは，環境水 (河川水，下水) から

分離されたワクチン株を詳細に解析したところ，弱毒

型と，弱毒型から強毒型に変化した 2種類のウイルス

株が存在することを示した。このことはワクチン接種

低下などの理由で感受性個体が多く占める地域では

VDPV によるポリオ発生のリスクがあることを 2000

年に発表している4)。

また一連の共同研究を通じ ES が顕性，不顕性にか

かわらず集団レベルで伝播するウイルスを捕捉可能で

あり，他の病原体調査へ応用可能であることを示して

きた5)。

IPV は発症予防に効果的であるが，感染防御はほ

とんど期待できないため，IPV 使用国へ野生型ポリ

オウイルスや VDPV が侵入した場合，強毒型が感染

しても患者は発生せず，ウイルス感染に気付かず地域

に蔓延する事態が想定される。このため国内では

2012 年に定期接種用ワクチンを OPV から IPVへ切

り替えた際，翌年からポリオ環境水サーベイランス

(感染症流行予測調査事業) が開始されることとなっ

た。

イスラエルでは ES により検知した野生型ポリオウ

イルス輸入事例が報告されている。同国では 2005 年

に OPV から IPV に切り替え後，ポリオの発生は見ら

れなかったが，2013 年イスラエル南部の下水処理場

より野生型ポリオウイルスが分離後，国内全体への伝

播が懸念された。このため OPV を再導入することに

よって野生型ポリオウイルスの伝播収束に成功した。

この間ポリオ患者は報告されていない。野生型ポリオ

ウイルスの伝播遮断には感染防御効果の高い OPV が

有効である。しかし患者報告が見られない状況下で

ES の結果に基づき，VAPP の恐れのある OPV の再

導入には慎重な意見もあったとされるが，最終的には

IPV+OPV接種スケジュールに変更し OPV が再導入

されている6)。

イスラエルの事例は ES が野生型ポリオウイルス伝

播の状況を示す重要な情報を提供しており，対策立案

の過程において行政，医療関係者などステークホル

ダー間の調整の重要性を認識させられる事案である。

3．ポリオ ESの手法

ポリオウイルスは糞口ルートで感染し，主に腸管上

皮で約 3〜4 週間増殖する。その間一人あたり最大

107 pfu (ウイルス感染価)/日の大量のウイルスが間歇

的に糞便中に排出される。このため ES に用いる検体

は，下水道網を経て下水処理場に到達する流入水が最

適だが，糞便中のウイルス量が多いこと，かつ排出期

間が長いため，適切な濃縮処理を行えば河川水などで

もウイルスは検出可能である。したがって下水道が未

整備な国や地域でもポリオ ES は実施可能な手法であ

る。

調査手法は，採水地点の選定，採水・輸送，環境水

(下水，河川水等) の濃縮，ウイルス検査，結果の評

価のプロセスからなる (Fig. 3)。WHOはポリオ流行

地の対策のためにガイドラインを作成しており，各国
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After the sewage sample collected at inlet of wastewater treatment plant is
concentrated by negative charged membrane, concentrates will be inoculated
onto RD-A, L20B and other cell lines, in order to isolate poliovirus. Local public
health institutes have been responsible for polio ES since 2013.

Fig. 3 A flow of polio environmental surveillance under the
National Epidemiological Surveillance of Vaccine-
Preventable Diseases (NESVPD) (partially revised
reference 12)



のニーズに基づき ES 導入を支援している7)。ガイド

ラインでは操作が比較的簡便なことから環境水濃縮方

法に二相分配法 (Two-phase method) を推奨してい

るが7)，他に限外ろ過膜による濃縮法，陰電荷膜濃縮

法なども利用可能である。なお濃縮後のウイルス検査

にはポリオウイルスに感受性のある L20B，RD-A細

胞を用いたウイルス分離・同定法をAFP 患者の糞便

検査と同様にWHO標準法として定めている。

下水濃縮産物からウイルス RNAを抽出し RT-PCR

によるウイルスゲノム検出ではなく，培養細胞によっ

て感染性ウイルスを分離する理由は，下水濃縮物に含

まれる PCR反応阻害物質の影響を避けること (偽陰

性の防止)，また品質保証された培養細胞を用いるこ

とにより，下水濃縮物から効率よくポリオウイルスを

分離可能であるという知見に基づく。分離操作後に得

られたウイルス株はリアルタイム PCR 法等によるポ

リオウイルス同定を行う。理論的には流入下水を濃縮

後ウイルス分離・同定法にてポリオウイルスが検出さ

れた場合，10万人あたり 1名〜数名の感染者が存在

していると解釈される7)。

国内ではポリオ ES によりポリオウイルスが分離さ

れた場合，迅速なリスク評価の必要があるため厚生労

働省への報告を行うことを都道府県等に周知してい

る8,12)。国内の調査フローは Fig. 3に示す。

4．ポリオ ESの今後について

世界ポリオ根絶計画のもと ES が普及するにつれ，

様々な課題が明らかになり，新たな研究が展開されて

いる。根絶の最終段階では，高いワクチン接種率と高

感度なウイルス監視体制の維持が重要である。GPEI

は流動人口，治安問題などの理由で病原体サーベイラ

ンスに課題を抱える国や地域で ES 導入を支援すべく，

野外で実施可能な水試料の濃縮技術開発や9)，最適な

採水地点の選定手法など様々な取り組みを行っている。

例えば WHO と JAXA は 3D 衛星画像技術を応用し

て下水道が整備されていない地域において水文学的な

アプローチにより糞便が集積する最適な採水地点設定

を試みている10)。

ポリオ ES はウイルス分離・同定を基本とするが，

核酸検査系 (PCR など) を組み合わせることで，下

水中の SARS-CoV-2ゲノム定量による COVID-19 患

者の発生動向把握にも応用可能である11)。

このように医療機関ベースの患者サーベイランスシ

ステムを補完する観点で，地域の感染症の流行を把握

できる可能性のある ES は途上国・先進国を問わず需

要があり，ポストポリオを見据えたサーベイランス体

制構築のための調査研究が行われている。

環境水中の病原体情報は膨大である。ウイルスのみ

ならず薬剤耐性菌などの細菌他，様々な病原微生物を

含む。国内のポリオ ES の例では，検査時にはウイル

ス分離を行っているが，他のエンテロウイルス，レオ

ウイルス，アデノウイルス等も下水濃縮物から分離さ

れる。例えばレオウイルスはヒトに対する病原性は不

明であり，患者サーベイランスで検出報告は稀である

が，国内の ES では冬季を中心に下水から分離される

ことが判明している12)。一方，病原体サーベイランス

で報告されているウイルスが ES でかならずしも捕捉

されるわけではない5)。

また検査手法の違い (ウイルス分離，あるいは

PCR などによる核酸増幅法) による検出バイアスや

下水固有の要因 (PCR 阻害物質，水量) など複雑な

要因が検査結果に影響を及ぼすことも知られている。

このように得られた病原体情報 (ウイルス分離，

PCR による検出など) は様々なバイアスを内在する

ことを念頭に入れ，感染症対策上の重みづけ (疾病負

荷，対策の緊急性など) を考慮した指標開発を行うな

ど，環境水中の病原体情報に対する評価系を構築する

ことが普及時の課題の一つとして考えられる。

日本では 1981 年より全国レベルの患者・病原体

サーベイランス (感染症発生動向調査) が開始された

が，病原体検査を含む定点サーベイランスを長期間継

続している海外の事例は少ない。感染症対策に活用す

るためには既存の患者・病原体サーベイランスと比較

研究，すなわち ES が対象とする疾患及び病原体と有

用な場面について分野横断的に学際的な研究が必要で

ある。患者・病原体サーベイランスと重層的な解析を

行うことで日本から発信される研究成果は国内外の感

染症対策に貢献することが期待される。
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